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諮問庁：文部科学大臣 

諮問日：平成２８年９月２０日（平成２８年（行情）諮問第５９４号） 

答申日：平成２９年２月２２日（平成２８年度（行情）答申第７４３号） 

事件名：特定事件番号に係る裁判書類一式（当該裁判に関するドッジファイル

にとじられて保存されているもの）の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「特定事件番号に係る裁判書類一式（当該裁判に関するドッジファイル

に綴じられて保存されているもの）」（以下「本件対象文書」という。）

につき，その一部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年６月３０日付け２６受文科

初第３９６２号により文部科学大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」とい

う。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その

取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

以下のとおりである。 

法５条６号及び同号ロに該当しない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 不開示情報該当性について 

（１）本件対象文書には，行政機関の「直通電話番号」，「内線番号」及び

「ＦＡＸ番号」が記載されているところであるが，これらについては，

次に掲げる理由から法５条６号本文に該当する。 

（２）すなわち，行政機関の直通電話番号，内線番号及びＦＡＸ番号につい

ては，公にされておらず，仮に公にした場合，いたずらや偽計等に使用

されるおそれがあるため，「その他当該事務又は事業の性質上，当該事

務又は事業の適性な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある。 

（３）したがって，本件対象文書の不開示部分に記録されている行政機関の

「直通電話番号」，「内線番号」及び「ＦＡＸ番号」は，いずれも法５

条６号本文所定の情報に該当するというべきである。 

（４）また，本件対象文書には，「文部科学省から法務省への回報」が記載

されているところであるが，これらについては，次に掲げる理由から法
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５条６号ロに該当する。 

（５）すなわち，本件対象文書は特定事件番号に係る裁判に関する文書であ

るため，「争訟に係る事務」に関する文書である。また，仮に公にした

場合，今後，訴訟の一方当事者である国が，具体的な訴訟に対処するた

めに内部的に行った検討の経緯や対応方針に係る意見交換に関する情報

が明らかとなることによって生じる不利益を回避するため，率直な意見

交換や詳細な報告をすることをちゅうちょすることとなり，その結果，

訟務部局内部における検討・協議に支障を来したり，個々の訴訟におけ

る国側の適切な対応を困難にしたりするおそれを否定できず，訴訟にお

ける国の当事者としての地位が不当に害されるおそれがあると認められ

ることから，国の「当事者としての地位を不当に害するおそれ」がある。 

（６）したがって，本件対象文書の不開示部分に記録されている「文部科学

省から法務省への回報」は，法５条６号ロ所定の情報に該当するという

べきである。 

２ 原処分に当たっての考え方について 

文部科学省においては，本件対象文書の不開示部分に記録されている情

報は，いずれも法５条６号本文及び同号ロ所定の情報に該当するため，原

処分の決定を行ったところであり，審査請求人の請求は理由がない。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年９月２０日 諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１０月６日    審議 

④ 平成２９年１月２３日 本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年２月２０日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件審査請求について 

処分庁は，本件対象文書の一部を法５条６号及びロに該当するとして不

開示とする決定（原処分）を行った。 

審査請求人は，本件対象文書の不開示部分は開示すべきであるとして，

原処分の取消しを求めているが，諮問庁は，原処分は妥当であるとしてい

ることから，以下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，不開示部分の不開

示情報該当性について検討する。 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件対象文書について 

ア 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件対象文書の性格等

について確認させたところ，諮問庁は以下のとおり説明する。 

（ア）本件対象文書は，裁判上の行為を行う職員として文部科学省職員
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が指定されている国を被告とした特定事件番号に係る裁判書類一式

である。 

（イ）原処分においては，特定事件番号に係る裁判の対応を行った文部

科学省及び法務省（行政機関）の担当部署の直通電話番号，内線番

号及びＦＡＸ番号の情報が記載されている部分（以下，併せて「不

開示部分①」という。）を不開示（法５条６号）とし，また，法務

省へ文部科学省が回報した情報が記載されている部分（以下「不開

示部分②」といい，不開示部分①と併せて「不開示部分」とい

う。）を不開示（同号ロ）とした。 

イ 当審査会において本件対象文書を見分したところ，諮問庁が上記ア

において説明する文書であると認められ，原処分においては，不開示

部分①及び不開示部分②が不開示とされていることが認められる。 

ウ なお，本件対象文書に記載されている情報のうち，平成２４年５月

１１日付け法務省訟行第１７８９号に係る別紙及び別添部分が黒塗り

され隠されているが，当該部分は，一部開示決定通知書（原処分）の

「２ 不開示とした部分とその理由」に記載がないことから，原処分

において不開示とされた情報に該当しないので，以下の検討対象から

は除外することとする。 

（２）不開示情報該当性について 

ア 不開示部分①について 

（ア）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分を不開示と

すべき理由について改めて確認させたところ，諮問庁は，当該部分

が公になると，上記第３の１（２）において説明したとおり，いた

ずらや偽計に使用されるおそれがあり，文部科学省及び法務省の事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから法５条６号の

不開示情報に該当する旨説明する。 

（イ）当該部分を公にすると，いたずらや偽計に使用されるおそれがあ

り，文部科学省及び法務省の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるとする上記諮問庁の説明は否定し難い。 

したがって，不開示部分①は，法５条６号柱書きの不開示情報に

該当すると認められ，不開示としたことは妥当である。 

イ 不開示部分②について 

（ア）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，当該部分を不開示と

すべき理由について改めて確認させたところ，諮問庁は，以下のと

おり説明する。 

ａ 国を当事者とする訴訟は，当該訴訟を追行する法務省あるいは

その管下の法務局（以下，併せて「訟務部局」という。）が当該

訴訟で問題とされている行政事務を所管する行政庁に対して関連
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する事項について照会し，所管行政庁が当該訴訟に至った事実関

係や相手方主張に対する当否，訴訟追行に関する意見等について

書面で回答するという運用が行われている。（この回答は「調査

回報」と呼ばれている。） 

ｂ 当該部分に記載されている情報は，特定事件番号の裁判に係る

調査回報に該当するものであり，これを公にすると，今後の訴訟

の際に，文部科学省（所管行政庁）と法務省（訟務部局）が内部

的に行う検討や対応方針等に関する情報が明らかになることを恐

れて内部的な検討での意見交換や報告をちゅうちょすることとな

り，調査回報の作成段階において率直な意見の記載を避けるなど

せざるを得なくなって，訴訟における国側の適切な対応を困難に

するおそれがあり，争訟に係る事務に関し，国の当事者としての

地位を不当に害するおそれがあることから，法５条６号ロに該当

する。 

（イ）当該部分には，特定事件番号の裁判に係る調査回報の情報が記載

されているところ，訴訟の一方の当事者である国側は，当該部分を

基に検討及び協議を行い，主張・立証等の組立てなどを行うもので

あり，国の機関内部で使用するいわゆる手の内情報であると認めら

れる。 

当該部分を公にすると，今後，訴訟の一方当事者である国が，具

体的な訴訟に対処するために内部的に行った訴訟対応方針に係る検

討，意見交換に関する情報が明らかになることによって生じる不利

益を回避するため，率直な意見交換や詳細な報告をすることをちゅ

うちょすることとなり，その結果訟務部局内部における検討・協議

に支障を来たしたり，個々の訴訟における国側の適切な対応を困難

にするおそれを否定できず，争訟に係る事務に関し，国の当事者と

しての地位を不当に害するおそれがあると認められる。 

したがって，不開示部分②は，法５条６号ロの不開示情報に該当

すると認められ，不開示としたことは妥当である。 

３ 付言 

本件は，原処分において特定事件番号に係る裁判の原告の氏名等といっ

た本来開示すべきではない部分の情報を開示している。 

法による開示請求権制度は，何人に対しても，開示を請求する理由や利

用の目的を問わず，行政文書の開示を請求できる権利を定めるものであり，

原処分は，そのような法の趣旨を十分に理解した運用とはいい難い。 

今後の開示請求事務に当たっては，法の趣旨に沿って適切に対応するこ

とが望まれる。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 
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以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条６号及びロに

該当するとして不開示とした決定については, 不開示とされた部分は同条

６号柱書き及びロに該当すると認められるので，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 椿 愼美，委員 山田 洋 

 

 


